第２４回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨
日　時：平成２４年３月２２日（木）１４時００分から１６時５０分
場　所：府庁新別館北館４階　職員会議室７・８
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、武田宗久氏）

　　　　清水涼子監査委員
会計局長ほか、新公会計制度グループ員６名、財産活用課ほか７名
◎アドバイザーの主な意見
【減損会計について】

· 前回会議で、庁舎系の建物において、改修工事中又は工事予定の床面積は、指標の分母から除くことが適当との意見であったが、分母は原則として建物全体とし、期末時点で使用目的が庁舎利用目的と決まっている床面積は除くことができるとすることが妥当と考える。
· 庁舎系建物の一部を民間に貸し付けている場合、商業用スペースとして収益性を目的としているものについては、資金生成資産として別の減損の基準を適用すべきである。その場合、予想キャッシュ・フローに基づいて減損の兆候を判断することとなる。ただし、建物全体の使用方針が明確になるまでの経過的期間においては、その部分に関して簡便的な方法で減損の兆候の有無を把握することも可能と考える。
· 特別会計の港湾施設については、港湾別に把握するとともに、機能施設別に利用状況を把握するのが原則だと考えるが、暫定的な措置として、一般会計と特別会計で同じ貨物量や収容隻数を指標とすることも可能と考える。具体的に機能施設ごとに減損の認識が必要となった場合には、改めて議論することとする。
【財務諸表作成基準の改正について】

· 財務諸表という場合には、附属明細表だけでなく、注記も含まれるものなので、当該作成基準を改正いただきたい。
· 附属明細表や注記を作成する単位については、活用も視野に入れて府内で調整いただだきたい。
【その他】

· 全会計や連結の財務諸表は会計局で作成されないとのことであるが、個別財務諸表と一連で作成されるもので、整合性を図る必要があるので、この会議で継続して議論させていただきたい。
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